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地域密着型介護老人福祉施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　　　　　　　　　　　　事業者指導調査資料　

（　　     年    月    日現在）

	 eq \o\ad(開設者,　　　　　)
	

	 eq \o\ad(事業所名,　　　　　)
	

	 eq \o\ad(所在地,　　　　　)
	

	連　絡　先
	TEL：　　　　　－　　　－　　　　　　FAX：　　　　－　　　－

e-mail：

	入所者定員
	　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	平均入所者数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	指定（開設）

 eq \o\ad(年月日,　　　　　)
	 　　   　年  　 月  　 日
	 eq \o\ad(管理者,　　　　　)
	

	指導調査

実施予定日
	  　　  　年  　 月  　 日
	事業所番号
	


· 資料記入要領

· 特に指定のあるもの以外は、指導調査実施予定日の属する月の前月末時点で記入すること。

· 回答をあらかじめ用意した設問については、該当するものに○をつけること。

・平均利用者数は、前年度の全入所者の延数を当該年度の日数で除した数で、小数点第二位以下を切り上げる。ただし入所日を含み、退所日を含まない。
· 添付書類
・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

・１日の勤務形態及び業務内容

・介護報酬自己点検シート

· 事業概要（パンフレット等）

· 施設平面図（申請から変更があった場合のみ）
●前回指導調査結果通知に基づく指示事項（口頭指示を含む。）の改善状況

                           （前回指導調査実施日  　　   年   月   日）

	指  示  事  項
	改 善 措 置 状 況
	未 改 善 の 理 由

	
	
	


●市に対する事業運営上の要望・質疑事項

	要望事項
	

	質疑事項
	



Ⅰ  人員に関する基準関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  １  従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
※内容がわかるものであれば、事業所の勤務表等でも可
２　１日の勤務形態及び業務内容
	
	勤 務 時 間（時間）

	　　　
	2
	4
	6
	8
	10
	12
	14
	16
	18
	20
	22
	
	実働
	休憩
	計

	早番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	平常
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	遅番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	夜勤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	日課
	
	

	業務
内容
	
	


（注）１  本表は、介護従業者について、時間の経過ごとの業務の内容を具体的に記入すること。

      ２  事業所で作成している業務表の写しを添付すること。（看護・介護職員以外の職種を
　　　　　含む。）

Ⅱ  設備に関する基準

	居室面積
	㎡　　　～　　　　　　　　㎡

	その他の設備
	居室、静養室、浴室、洗面設備、便所、医務室、食堂及び機能訓練室を専用設備として備えていますか。　はい・いいえ

（共用の場合の使用状況）　




Ⅲ  運営に関する基準関係

  １  利用料等の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	 項 目
	単  価
	最近３か月の利用該当人員
	備     考

	
	
	   年  月
	   年  月
	   年  月
	

	（記入例）食事代
	円／日
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　

　Ⅳ　利用者の要介護区分（前月の状況）（　　年　　月）
	利用者計
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５

	
	
	
	
	
	


人員基準チェックリスト（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区分
	基準及び確認（空欄には必要事項を記入し、基準確認後は□にレ点を入れること）

	入所者数
（前年度平均値）
	前年度の入所者延数
前年度の日数
入所者数
人
÷
日
＝
人
（小数第2点以下切上）


	従業者
	医師
	□
入所者に対し健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数を配置しているか
・
サテライト型居住施設の医師については、本体施設の医師が入所者全員の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持つ場合であって、入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、置かないことができる

	
	生活相談員
	□
１以上配置しているか
・
サテライト型居住施設の生活相談員については、本体施設（介護老人保健施設に限る）の支援相談員によるサービスの提供が適切に行われると認められるときは、置かないことができる
□
常勤か
・
サテライト型居住施設（本体施設が介護老人福祉施設又は介護老人保健施設の場合に限る）の生活相談員については、常勤換算方法で１以上
□
次のいずれかの資格を有しているか
□
社会福祉主事、社会福祉士又は精神保健福祉士
□
上記の資格を有していない場合、同等以上の能力を有すると認められるか
□
介護支援専門員若しくは介護福祉士の資格を有する者又は同一法人（事業者）が開設する社会福祉施設等（第一種社会福祉事業、第二種社会福祉事業、病院、診療所、介護保険施設、有料老人ホーム）で３年以上かつ５４０日以上介護業務等に従事した実績があり、事業者が生活相談員の能力を有すると認める者


	
	介護職員又は
看護職員
	□
介護職員及び看護職員の総数は、常勤換算方法で、入所者の数が３又はその端数を増すごとに１以上か
〈必要数計算式〉
入所者数
必要数
人
÷
３人
＝
人
（小数点以下切上）
〈常勤換算式〉
従業者の勤務延時間数
常勤従業者の
勤務時間数
常勤換算人数
時間
÷
時間
＝
人
（小数点第2位以下切捨）
□
看護職員の数は１以上か
□
介護職員のうち、１人以上は常勤か
□
看護職員のうち、１人以上は常勤か
・
サテライト型居住施設の看護職員については、常勤換算方法で１以上
【ユニット型】
□
昼間については、ユニットごとに常時１人以上か
□
夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上か
□ ユニットごとに常勤のユニットリーダーが配置されているか　
・ユニットケアリーダー研修を受講したものが施設に２人以上か（２ユニット以下の施設は１人）


	
	栄養士
	□
１以上配置しているか
・
サテライト型居住施設の栄養士については、本体施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院又は病床数100床以上の病院に限る）の栄養士によるサービス提供が適切に行われると認められるときは、置かないことができる


	
	機能訓練指導員
	□
１以上配置しているか
　　・サテライト型居住施設の機能訓練指導員については、本体施設（介護老人福祉施設又は介護老人保健施設に限る）の機能訓練指導員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士によるサービス提供が適切に行われると認められるときは、置かないことができる
· いずれかの資格を有しているか
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護師（准看護師）、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師
※はり師及びきゅう師は、「理学療法士等の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者」に限る

	
	介護支援専門員
	□
１以上配置しているか
・
サテライト型居住施設の介護支援専門員については、本体施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院又は病院（介護療養型医療施設に限る）に限る）の介護支援専門員によるサービス提供が適切に行われると認められるときは、置かないことができる
□ 常勤か
□
専従か（次の場合の兼務を除く）
□
兼務する場合は次の場合か
□
利用者の処遇に支障がない、かつ、当該施設における他の職務に従事する

	管理者
	□
常勤か
□
専従か（以下の場合の兼務を除く）
□
兼務する場合は以下の場合か（管理上支障がない場合に限る）
□
当該指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者としての職務に従事する場合
□
同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者として従事する場合（当該指定地域密着型介護老人福祉施設の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じない場合に限る）
□ サテライト型居住施設であって本体施設の職務に従事する（本体施設が病院又は診療所の場合は管理者としての職務を除く）
・兼務する事業所について
（名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（兼務する職務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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